















偶 発 事 象 会 計
AccountingforContingencies
平井 克彦
1偶 発 事 象
偶発事象が問題 にされるのは,偶 発的な資産の減少あるいは負債の増加に起 因して偶発損失
が生ずる危険性が存在す るか らである。偶発的な資産の増加あるいは負債の減少に起因 して偶
発利益が生ずることもあ りうるが,こ ちらの方はそれほど問題 にはならない。
偶発事象は,米 国の財務会計基準審議会(FinancialAccountingStandardsBoard,以下,
FASBという)のStatementofFinancialAccountingStandardsNo.5(以下,SFAS5号という)
「偶発事象会計」(AccountingforContingencies)によれば,次 のよう 定義 される。「ある企
業において利益又は損失が発生 しているかもしれないが,そ れをはっきり確かめられないよう
な不確実 な条件,状 態又は周囲の状況が現存 し,それが究極的には将来起こる出来事,又 はそ
れが起 きないことによって判明する事象 をいう」(para.1)1)。「この不確実性の解消は資産の
取得,資 産の減損若 しくは損失,又 は負債の発生によ り確かめられる」(para.1)2)。すなわち,
偶発事象は,将 来に損益の発生,資 産の増減あるいは負債の増減が確実になることによって,
偶発事象でなくなるというものである。つ まり,偶発事象 とは 『不確実性を伴 う事象』 といえ
る。ただ,『不確実性』 とい うことがすべて偶発事象となるわけではない。「例えば,償 却資産
の明確な原価 を使用期間にわたって配分するために企業が見積 りを使ったという事実では,減
価償却は偶発事象 とはならない」(para.2)3)。なぜ偶発事象ではないのか とい うと,それが
「原価 を使用期 間にわたって配分する」(para.2)4)ための ものであって,な ん ら 『予想外の事
象』 による損失ではないからである。 また,「広告,宣 伝及び光熱のような享受 した役務に対
して支払 うべ き金額 もまた,計上金額が見積 もられたとしても偶発事象ではない」(para.2)5)。
なぜ,偶 発事象ではないのか というと,FASB5号は 「債務が発生 しているという事実 はなん
ら不確実ではないか らである」(para。2)6)と説明 している。この説明に 「債務の発生」とい
う文言があるが,SFAS5号は 「債務の発生」を問題 にしているわけではない。後で見るように,
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偶発事象の中には債務 にならないもの も存在するので,債 務が発生 しているか どうかは必ず し
も問題 とはならない。SFAS5号の説明は,『予想外 の事象』 という要件 を満たさないものは偶
発事象とは言えないというのであろう。
偶発事象が 『予想外 の事象』であるゆえに,将 来,資 産の減少あるいは負債の増加によって
偶発損失が確実になった時には企業の存続 を危うくすることにもなりかねない。偶発損失の例








(g)損害保険会社 によって引 き受けられた(再 保険 を引 き受けた保険会社 も含めて)災 害か
ら生 じる損失の危険性
(h)他人の債務の保証
(i)「スタン ドバ イ信用状」に対する商業銀行 の責務
(j)売却済債権(又 は関連資産)の 買戻 しに対する合意
偶発損失の認識 は 「多 くの場合,… 負債の計上 となって現れる。例 えば,税 追徴の可能
性,製 品保証義務,又 は他企業の債務保証か ら生ず る損失 の可能性 に対 する計上であ る」
(para.69)8)。このように,将 来ある事象が生 じたときに法的債務になる可能性がある債務 を





(a)過去の事象から発生 し得 る債務のうち,企 業が必ず しも支配可能な範囲にあるとはいえな
い将来の一つ又は複数の不確実な事象が発生するか,又 は発生 しないことによってのみその
存在が確認 される債務:あ るいは
(b)過去の事象か ら発生 した現在の債務であるが,以 下の理由によ り認識 されていない も
の:
(1)債務決済のために経済的便益 をもつ資源の流出が必要 となる可能性が高 くない,又 は
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(ii)債務の金額が十分な信頼性 をもって測定できない。
偶発損失の認識は,多 くの場合,偶 発債務の計上 となって現れるが,偶 発損失の認識が必ず
しも偶発債務になるわけではない。偶発損失の中には偶発債務 を伴 わないもの もある。
偶発損失が偶発的な資産の減少 となる場合 もある。たとえば,地 震による資産の破損などは偶
発損失ではあるが,偶 発債務にはならない10)。ただ,偶 発損失が偶発債務 になるか,偶 発的
な資産の減少になるかは問題ではない。偶発的な資産の減少にせ よ,負債の増加にせよ,偶発
損失そのものが問題 なのである。





発"と いう用語は,企 業が完全 に支配可能な節囲内にはない将来の一つ又は複数の不確実な事
象の発生又は不発生 によってしかその存在が確認で きないために認識されていない負債及び資
産に対 して用いられる。さらに,"偶発債務"と いう用語は,認 識規準に合致 しない負債に用
いられる」(para12)12)。したがって,SFAS5号のように,偶 発損失の中に引当金の設定要件
を満たす ものと満たさない ものとを混在 させることが妥当であるかどうかは疑わ しい。むしろ,
両者は十分に区別すべ きものであろう。 この点については,後 で述べ ることとする。
1偶 発 損 失 と引 当金
先に指摘 した ように,SFAS5号(para.4)は,偶発損失 として,火 災,爆 発,そ の他の災害
による企業財産の損失又 は損傷の危険性のように引当金の設定対象外の ものと引当金の設定要
件を満たす ものとを挙げている。SFAS5号は,引 当金の設定要件を満たす費用 ・損失の開示と
同時に,引 当金の設定要件 を満たない費用 ・損失を開示することを要求 している。




(a)財務諸表の発行前 に入手可能な情報 により財務諸表日に資産が減損 し,又は,負 債が発
生 していたとい うことの可能性が大きい ことがわかっていること。 この状態のもとで,そ
の損失の事実を確認するための出来事が将来発生する可能性が大 きい ということが暗示さ
れていること。
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(b)損失の金額を合理的に見積 もることができること。
この引当金の設定要件の文言の是非は別にして,引 当金の設定要件 を満たす ものについて,
損失 を計上することは当然のことである。む しろ,経 営状況についての情報の開示 とい うこと
を考 えてみれば,SFAS5号の指摘するように,引 当金の設定対象となっていない偶発損失につ
いて積極的に開示すべ きである。すなわち,引 当金の設定要件 を満たさないために,損 失の計
上を行 えない場合でも,そ の損失が発生 していることの可能性がある程度あるときには偶発事
象の開示をなすべ きである(para.10)15)。また,引 当金 として計上 した金額を超過する損失
が発生 している可能性がある程度あるときは偶発事象の開示をなすべ きである(para.10)16)。
そ して,こ れ らの開示に当たっては,そ の偶発事象の性質を示 し,見込 まれる損失額お よび損
失の範囲の見積 りを行 うべ きである。また,そ の ような見積 りがで きない場合には,な ぜその
ような見積 もりができないのか,そ の理由を示すべ きである。さらに,上 記の(a)の条件 に
合致するけれ ども,損失の金額が合理的に見積ることがで きないために,引 当計上 していない
偶発損失 についても開示すべ きである。上記(a)の条件に合致 していない偶発損失,す なわ
ち,決 算 日において資産の減損又は債務の発生 している可能性は大 きくないが,損 失の発生の
可能性がある程度認め られる偶発損失についても開示が要求 されるべ きである。
さらに,経 営状況についての情報の開示 という観点か らは,SFAS5号がい うように,決算 日
後から財務諸表の公開前 に,資産が減損 し負債の発生が していること,あ るいは資産が減損 し
負債が発生 していることの可能性が少な くともある程度存在する場合,そ のことを示す情報が
入手 できるならば,そ の偶発損失について開示すべ きである(para.11)17)。会計 では,決 算
日現在において将来の事象を予測 して,必 ず起きるあるいは絶対に起 きないと予測で きる場合
がある。た とえば,低価主義の規定 に 「回復すると認められる場合を除 くほか,時価 を … 」
とある。「回復すると認められる場合」 とは決算 日か ら財務諸表 を作成 している最中に,時 価
が原価 まで回復 したとすれば,決 算 日現在 に将来 を予測 して,必 ず回復すると言い切れる。同
じように,決 算 日の時点で保険を掛けていなかった資産について財務諸表を公開するまでの間
に事故等 による損失が生 じたとすれば,決 算 日現在から見て将来に偶発損失 を予測することが
できると言い切れる。 また,決算 日後から財務諸表の公表時までに,資 産の収用の恐れがでて
きた とか,決 算 日後に保証 した債務者が破産申請 を行ったというように決算 日に存在 していな
かった損失が発生することもあるだろう。これらの事例において,決 算日には資産の減損や負
債の発生は存在 していない。 したがって,こ れらはその年度の損失 として計上することはで き
ない。 もちろん引当金の設定要件 を満たす損失でもない。だが,こ の種の損失 は財務諸表への
誤解 を避けるために開示 されるべ きであろう(para.11)18)。すなわち,決 算 日後 に損失が発
生 し,資産の減損額あるいは負債の発生額を合理的に見積 もることがで きる場合には,損 失 ま
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たは偶発損失の性質とその見積 り額 を財務諸表に追加的に開示すべ きであろう。 また,その見
積 りが不可能であるならば,な ぜそのような見積 もりができないのか,そ の理由を示すべ きで
あろう(para.27)19>。
引当金の設定対象 となっていない偶発損失について偶発事象 として開示する。 また,引 当計
上 した金額を超過する損失が発生 している可能性がある程度あるときも偶発事象 として開示す
る。決算 日後から財務諸表の公開前に,資 産が減損 し負債の発生が している可能性が存在する
場合 にも,そ の偶発損失 について開示 をする。これは,明 らかに期間損益計算 という観点から
要求されるものではない。 これは,経 営状況 についての情報開示 とい う観点か らのものであ
る。
引当金 は期間損益計算 とい う観点か ら説明されるものであるのに対 して,偶 発損失は経営状
況についての情報開示 という観点からのものである。また,引 当金は 『発生することが予測可
能な事象』であるのに対 して,偶 発損失は 『予想外の事象』である。引当金 と偶発損失 とは意
味が異なるものである。それに も係 わらず,FASB5号は 「偶発事象会計」 として,引 当金 と
偶発損失 とを同 じ範疇の ものと して取 り扱 っている。 これはFASB5号が,従 来か ら期間損益





務報告は,投 資家,債 権者その他の情報利用者が,当 該企業への正味キャッシュ ・インフロー
の見込み額,そ の時期および不確実性 をあ らか じめ評価するのに役立つ情報を提供 しなければ
ならない」(para.37)20)と規定 した。すなわち,SFAC1号は,将 来キャッシュ ・フローの予
測を財務報告の基本 目的として位置づけたのである。従来,企 業会計の主目的 といえば,期 間
損益計算が挙げ られてきたが,SFAC1号は企業会計の主 目的を将来キャッシュ ・フローに関
する情報開示 に置いたのである。
1975年のFASB5号「後発事象の会計」 も,こ うした流れのなかで取 り上 げられてきたもの
である。そのために,む しろ将来キャッシュ ・フローの予測に重要であるとして引当金には該
当 しない偶発事象に関する情報開示を求めたのであろう。 しか し,それならば,あ えて引当金
を 「偶発事象会計」のなかで取 り扱う.必要はない。情報の開示 という観点から,偶発事象を取
り上げるのであれば,む しろ引当金に該当 しない偶発事象 こそを積極的に取 り上げるべ きであ
る。
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lV特 許 訴 訟 に 関す る偶 発 事象
特許訴訟は,企 業や個人の発明家が特許を保有 している技術 を,他 の企業が無断で利用 した
かどうかを巡 って争 う民事訴訟である。特許権の所持者が,権 利侵害 を理由に他社製品の製
造 ・販売 を差 し止めるように要請 したり,損害賠償を請求 した りするのが一般的である。反対
に,特 許侵害で訴えられた企業が,そ うした事実は無いとして逆 に訴える場合 もある21)。
発明者の権利を重視する米国では,特 許侵害で裁判に敗れた企業が巨額の損害賠償を強い ら
れることがある。1976年,ボス トン地方裁判所 にポラロイ ド社に よって提訴 された案件 は
1985年10月11日,次のような判決が下された。 コダック社のPR10インス タン ト・フィルム
とEK-4・EKEインス タン ト・カメラはポラロイ ド社の七つの特許 を侵害 してお り,その製品
の製造 ・販売の差 し止めを命ずるとの判決が下された。連邦巡回控訴裁判所は1986年4月25
日,一 審の判決を支持 し,ま た米国最高裁判所は1986年10月6日,コダック社の下級審への
差 し戻 し請求 を棄却 した。この事例で,ポ ラロイ ド社 は逸出利益39億ドル,判 決 までの利息
22億ドル,増 加 した損害79億ドルの損害賠償 を主張 し,ま た,弁 護士費用,諸 費用,判 決後
の利息 を受け取る権利があると主張 した。これに対 して,コ ダック社は,ポ ラロイ ド社の損害
は合理的なロイヤリティに基づ くべ きであると主張 し,ポ ラロイ ド社が増加 した損害や弁護士
費用 を受け取る権利があるとする主張 を否定 し,ロイヤリティの5%を 基礎にして算定 した損
害は判決 までの利息を含めておよそ187万ドルにしかならないと主張 した22)。結局,こ の特許
裁判 において,コ ダック社はポ ラロイ ド社 に9億2500万ドルの賠償金を支払い,15億ドルか
けて建設 した工場 を閉鎖 し,76年～85年に販売 した1600万個のインスタン ト・カメラを5億
ドルかけて買い戻すことになった23)。
裁判所によって命 じられる賠償額 を合理的に見積 もることは難 しいが,コ ダック社は,こ の
事例 に係わっている法律顧問のア ドバイスに基づいて,利 息を含めて,会社 に命 じられる損害
賠償が会社の財政状態に大 きな不利 な結果 を招 くことになるとは考えなかった。判決が下れば
その賠償金は会社の将来の収益 に負担 になるはずである。それにも係わ らず,コ ダック社は,
この訴訟を他 の訴訟 といっ しょに,す なわち,日 常的な性質の調査お よび1989年度の事業の
通常の成 り行 きで自衛 した り,処理 した りした種々の法的問題のなかに含めて処理 しただけで
ある24)。
米連邦地方裁判所は,2002年2月26日,パルム社お よびス リーコム社がPDAに採用 してい
るアルファベ ッ ト手書 き文字認識技術[Graf丘ti]が,ゼロックス社の保有する特許の侵害に当
たるとの判決 を下 し,両社 に対 して5000万ドルの保証金の支払い を命 じた。控訴審の行方が
注 目されるが,巨 額の保証金を納めることになるパルム社は業績に大打撃を受けることは避け
られない厳 しい事態に直面 している25)。
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米国の ラムバス社は,2000年1月18日,日立製作所 を故意による特許侵害(willfulpatent
infringement)で米国デラウエア州連邦裁判所 に提訴 した。ラムバス社は,同 社が保有 する特
許を侵害 している半導体メモリ製品およびマイクロプロセ ッサ製品の製造,販 売,お よび使用
の中止を求め,日 立製作所に対 して懲罰的損害賠償(punitivedamage)を請求している26)。
日本企業の特許訴訟 も90年代に入って急増 している。89年には300件余 りだったが,98年
には約560件となっている。特許や商標など知的財産権に対す る企業の意識の高まりが訴訟増
加の背景にある27)と思われる。わが国ではスミスクライン ・ビーチャム製薬株式会社が1993
年7月 に藤本製薬株式会社(資 本金3億 円)を 特許侵害で訴 えた事件で,1998年10月12日,
これまでの最高額約30億円(利 息5億 円を含む)と い う資本金の10倍にものぼる損害賠償 と
い う判決(平 成5年(ワ)第11876)が下されている28)。
日立製作所は,2000年4月,石川島播磨重工業を相手取って,自 社の保有する特許権 を侵害
する製鉄用の装置 を販売 されたとして,約12億8000万円の損害賠償 を求めた訴訟 を起こした。
その判決(平 成12年(ワ)第6714号)が2001年12月21日に東京地裁であった。飯村敏明裁
判長は 「石川島の装置は,日 立の特許の構成要件 を充足 している」29)として,石 川島に約4
億3000万円の支払 を命 じた。
パチスロの大手メーカー ・アルゼは,平 成12年4月,同業のサ ミー とネッ トの2社に対 して
パチスロの人気機種 の特許 を侵害 されたとして118億円の損害賠償 を求めた訴訟 を起こ した。
これに対 して,2002年3月19日,東京地裁はサ ミーに対 して74億円,ネ ッ トに対 して10億円
の史上最高額の賠償を命 じる判決を下'している30)。ただ,こ の史上最高額の賠償命令が出た
判決その ものが揺れ動いている。特許庁は,こ の特許そのものが無効であるとの判断を示 して
いる31)。
特許訴訟は,特 許の侵害に当たるとの判決が下ると,巨 額の賠償金の支払のために,そ の企
業の存続そのものが脅かされる可能性が存在する。 したがって,特 許訴訟が当期以前か ら係争
中であるとか,当 期に提訴されたとか,将 来に提訴される可能性があるとか,こ れによって ど
れほどの賠償請求がなされる見込みがあるのか といったことを開示することが必要である。
特許訴訟が起 こされた時期 ないし特許訴訟の原 因が生 じた時期 によって会計処理が異なる。
特許訴訟が決算 日前に起 こされた場合,引 当金設定要件に合致するか否かが問題になるであろ
う。引当金設定要件を満た しているのであれば,偶 発損失に対する引当金が設定されよう。ま
た,特 許訴訟が決算 日後 ・財務諸表公表前 に起こされたものであるとすれば,そ の原因が決算
日よ りも前に存在する場合 と決算 日を過 ぎてからの場合とでは処理方法が異なるはずである。
前者については,期 間損益計算 という見地から賠償請求に対する引当金を設定することは可能
である。後者は,決 算 日後 ・財務諸表公表前 に起因するもので,決 算 日に存在 していなかった
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損失であ り,決算 日には資産の減損 も負債の発生も存在 していない。 したがって,後 者につい
ては,引 当金 を設定す ることは期間損益計算 という見地から無理である。 しか し,それで も期
間損益計算 に関係がないこの種の損失 を財務諸表 に開示すべ きであろう。すなわち,決 算 日
後 ・財務諸表公表前に発生 した損失について,資 産の減損額あるいは負債の発生額 を合理的に
見積 もることができる場合には,引 当金の設定対象とならない損失であっても,そ の見積 り額
を財務諸表に開示すべ きであろう。
損失 を開示する条件 として,損失の金額が合理的に見積 もられることが必要である。しか し,
ある場合 には予想金額 に幅があることがあ りうる。たとえば,一 審で10億円支払の命令が出
されたが,相 手方が不服 を申 し立てて25億円支払の控訴 をしている場合があ りうる。裁判の
結果によってはさらに15億円を支払わなければならないか もしれない。このような場合,初
めの10億円の損失 を見積 り計上す ること以外 に,追 加の支払の可能性について開示が必要 と
なるであろう。
IV環 境 問 題 に 関 す る 偶 発 事 象
米国 におい て,財 務 諸表 に 開示 され てい る偶発損失 の例 として,環 境 問題 に関す る偶発事 象
は特 許訴 訟 に関す る偶 発事 象 につ いで多 い32)。
米 国 で は1990年まで の 時 限立 法 で あ っ たが,ス ー パ ー ・フ ァン ド法(Comprehensive
EnvironmentalResponse,CompensationandLiabilityActof1980.とSuperfUndAmendmentsand
ReauthorizationActof1986.との総称)が 制定 され た。 この法律 に よって米 国の環 境保護 庁
(EnvironmentalProtectionAgency)は,かつて産 業廃 棄物 が処分 された汚 染土 地 につい て,
その潜在 的責 任者 に対 して汚染土 地 の浄化 を命 ず るこ とがで きる ようになった。ス ーパ ー ・フ
ァン ド法の特 徴 としては,厳 格 責任主 義,遡 及責任 主義,連 帯責任 主義が挙 げ られ る。厳格責
任 主義 とは,潜 在 的責 任者の 過失 を立 証す る必 要が ない ことをい う。遡及責 任主義 とは,か つ
て合法 で あっ た行 為に対 して も責任が 追求 される とい うもので ある。また,連 帯責 任主義 とは,
汚染責 任者全 員 に責任 を求 め るとい うもの で,土 地の現在 の所有 者だ けでな く,場 合 に よって
は融資 金融機 関,株 主 にまで責任が 及ぶ とい うもので ある。 したが って,環 境庁 か ら潜在 的責
任者 に指定 された企業 は,指 定 され た瞬間 に多大 な出費 を余 儀 な くされ るこ とになる。まさに,
偶 発 的 に損失 ・債 務が 発生す るこ とになる33)。
スーパ ー ・フ ァン ド法制定 の直接 の契機 となったのは,ラ ブ ・キ ャナル事件 であ る。 第二次
世界 大 戦 中か ら1950年頃 にかけ てニ ュー ヨー ク州北 部 ラブ ・キ ャナル に ドラム缶 に詰 め て埋
め立 てた化 学物 質が,70年 代 の 後半 に,有 毒 ガス とな って地表 に漏 れて きた。 そ して,そ の
化学 物質 を埋 めた企業 を吸 収合併 した企業 に損害賠償 が求 め られ た。 この事件 につ いて,裁 判
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所は,無 過失であっても遡及 して存続する吸収企業に賠償責任があるとの判断を示 した。その
結果,吸 収 した企業は約2億6,000万ドル という莫大な費用 を負担することになった。 この事
件以来,か つて産業廃棄物 を処分 した土地 について訴訟が相次 ぎ,・環境庁は,汚 染 された土地
はアメリカ全土で27000箇所あって,1箇所約2500万ドル,全 土で6750億ドルの浄化費用が必
要であると見ている34)。
ラブ ・キャナル事件のように,被 吸収企業に原因がある汚染土地の浄化費用 ・債務 を吸収企
業が負担することは,吸 収企業にとって晴天の露塵とも言 うべ き偶発事象である。このような
環境費用 ・債務は,現 実の ものとなった時には,企 業の財政状態に多大な影響を与える。環境
費用 ・債務はいったん表面化すると,莫 大な金額 になる可能性があることから,こ れを開示す
ることは大 きな意味がある。そのリスクは財務諸表に適切に開示 されるべ きであろう。
一方,わ が国の環境省 ・中央環境審議会は2002年1月25日,土壌汚染対策の新制度 をまと
めて,川 口順子環境相 に答申した。その内容は,工 場を廃止するとか跡地 を宅地などに転用す
る際に土地所有者に調査 を義務付 け,汚 染が見つかった場合は所有者に対策をとらせるとする
ものである。土地所有者は土壌調査を実施 し,結果を都道府県に報告する。そ して,水 銀やヒ
素,カ ドミウムなど有害物質が基準値 を超えて検:出された場合には都道府県が汚染個所の所在
地や管理状況などを台帳に登録 して公開する。さらに都道府県は土地所有者に対 して,安 全対
策 をとることを命令する。土地所有者は土地の状況に応 じ,汚染土壌の覆土,ア スファル トに
よる舗装,土 の入れ替えなどを実施する。土地所有者に汚染責任がなく,土壌を汚染 した者が
特定で きる場合には,汚 染者が安全対策をとる義務を負 うことになった35)。
東京都大 田区の民有地で環境基準の570倍のダイオキシン類が検出された。この土地は1955
年頃か ら三菱ガス化(当 時は日本瓦斯化学工業)の 子会社であった化学メーカー共栄化成が無
水 フタル酸 を製造 し,熱媒体にPCBを使用 していた土地である。同社は1964年に経営破綻 し
たが,三 菱 ガス化はこの土地を39年前に取得 し,一 時所有 していた。土地 ・建物を引 き継い
だ三菱 ガス化が更地化 してPCBを移送 した経緯がある。東京都はこの更地化の際に三菱ガス
化がPCBを投棄 したと断定 した36)。東京都 は三菱 ガス化が余 ったPCBをこの土地へ投i棄した
うえ売却 したと判断 して,2000年10月に汚染土壌の除去 ・保管にかかる費用4億 円を同社 に
請求することを決定 し,通知 した37)。三菱 ガス化は 「PCBは全量別の工場に移送 している」
と反論 し38),この決定について,汚 染原因者の判断は推測に基づ く者で違法であると主張 し
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